
樋口美雄、財務省財務総合政策研究所（編著）『団塊世代の定年と日本経済』（日本評論社・2004）

なければ困るほど高くなっているためで

あり、なぜ高過ぎるのかと言えば、年功

的賃金制度があるためです。

―― 今後の低成長下に年功賃金はも

たないということですね。

八代 能力別賃

金や成果主義に

ついて、是か非

かといった前時

代的な議論を

している人を

未だに時折見

かけますが、そ

もそも高齢化の時

る。その観点から見れば、巨大な人口の

瘤である団塊の世代が、賃金の相対的

に高い50代半ばの世代に入っているこ

と自体が既に構造的問題であることが

分かります。

―― 日本の定年制度をどのよ

うに考えていくべきでしょうか。

八代 なぜ定年退職が必要

なのか、そもそも論から始めれ

ば、企業にとって中高年は熟

練労働者であり、経験のない新

人より貴重な存在です。なぜそ

の人たちを年齢で区切って機械

的に辞めさせるのかというと、その平

均的な賃金が辞めてもらわ

年功賃金の問題

―― 団塊の世代の定年の問題が議

論されるようになっています。その本質

をどのようにご覧になっていますか。

八代 最近、「景気が良くなってきたか

ら構造改革は終わりだ」と口にする人が

いますが、それはまったくの早計で、それ

どころか構造改革は本来必要なペース

で進んでいません。私は、このままでは

1990年代以降の長期停滞が尾を引い

て、「失われた10年」が「失われた20年」

になってしまう可能性があると見ていま

す。団塊の世代の定年退職の問題にし

ても根は同じで、過去の制度をそのまま

にしていることから生じるものです。時

代遅れの制度、つまり日本にまだ若年者

が多く、高齢者が一握りだった時代につ

くられた制度を抜本的に変えようとせず、

そのまま維持しているから問題が生じ
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代に、年功賃金を維持できるはずがあり

ません。むしろ、いかなるかたちの成果

主義を取り入れた賃金制度にするかと

いうことを論じるべきです。個々人の能

力を正確に計測するのは難しいというな

ら、職種別賃金に切り替えればよい。個

人の本来の能力に限らず、この仕事は

これだけのことをしてもらう。こなせば、

これだけの賃金を払う、そう事前に決め

ておく。制度として明瞭ですし、能力の

ある限り働けることになりますから、定年

制度も不要になります。むしろ企業から

労働者に頭を下げて残ってほしい、とい

うことになる。人間の能力には個人差が

あり、また何歳まで働くかは個々の主義

の範疇の問題ですから、私は、労働者が

自分で退職年齢を決めることが一つの

理想であろうと思います。

―― 年功賃金制度の弊害を看過す

べきではないということですね。

八代 それはわが国の労働市場全体に

歪みをもたらしています。日本では企業

の内部労働市場が重要な機能を果たし

てきた結果、企業の内と外で大きな格差

ができています。労働団体は「正社員と

非正社員の格差が問題だ」と主張する。

私も雇用形態の差による賃金格差をな

くしていくことについては同感ですが、

それは年功賃金を職種別賃金、つまり同

一職種であれば時間当たり賃金は同

一、という制度に移行することでしか達

成できないはずです。連合もそう考えて

いるのか、というと、どうも逆のようで、「非

正社員に年功賃金を適用せよ」というこ

とらしい。それは無理というものです。む

しろ非正社員の賃金が市場賃金に近

く、格差は正社員の高過ぎる年功賃金

から生じているのですから。

―― 大企業で職務給を採るところもあ

りますが。

八代 ところが日本企業の場合、職能

給でさえ、多くのところで年功的になって

いるのが現状です。それを本来の職務

給にしていくことです。そのためには思

い切って強力な人事部を廃止するとい

うのも一つの発想でしょう。欧米企業な

どはせいぜい庶務課があるくらいで人

事部なるものはなく、人事は現局で行っ

ています。つまり課長が自分で欲しい部

下を直接採用する。仕事がなくなれば辞

めてもらう。徹底したコントラクト・ベース

です。日本の大企業の人事課も発想を

転換して、自分たちの社員だけを対象と

せず、人材ビジネスに打って出るべきで

しょう。市場で通用する人事管理のノウ

ハウを有し、それを売り物にできないよう

な人事部なら廃止する。かつ欧米企業

のような契約制度にも移行できないなら、

人事の機能をアウトソーシングするとい

うのが合理的な経営判断でしょう。

―― 年功賃金を廃止するとして、加齢

に伴う生計費の上昇にはどう対応すべ

きでしょうか。

八代 一つの回答は、奥さんに働いて

もらうことです。年功賃金とは夫の給料

で妻を養うことを前提とした世帯賃金で

す。しかし低成長下、厳しい競争にさら

される企業にとってはコストの最小化が

最重要の命題であり、もはや専業主婦分

込みの賃金は払えません。夫婦の賃金

を合わせて生活費を賄う個人単位の賃

金にする。年金についても同様のことが

言えます。一人一賃金、一人一年金に

すれば、超高齢社会も恐れるに足らずで

す。一人の年功賃金で世帯を維持しよ

うとするから企業経営も社会保障制度

も危機に瀕してしまう。その点において

も、これまで日本はあまりにも画一的でし

た。「専業主婦の妻がいて家族を支える

男性の世帯主」というモデルを決め、こ

れに応じた雇用制度、賃金制度を設計

する。該当しない人たちは想定から弾き

出してきました。しかし労働人口減少の

時代には、「このようなタイプの労働者し

か認めない」という贅沢は許されません。

また一人一賃金、職種別賃金といって

も、私は、夫婦とも現在の正社員の夫の

ような働き方をしなければならない、と言

いたいわけではありません。これまでの

日本社会は夫が二人分働き、妻は家事

育児に専念するという垂直的分業を基

本としてきましたが、それを水平的分業

に切り替えようということです。夫婦とも

無理な働き方はしない。残業はせず、定

時に帰る。そして家事・子育てを共同で

行うようにする。

現在、正社員として働いている女性

は、専業主婦と結婚している男性と同じ

働き方を強いられていることにほかなり

ません。そのため出産・育児にも時間を

かけられず、それが少子化の一つの要

因になっていることは明らかです。無理

のない働き方を可能にして、夫婦で労働

と子育てをする社会にしていく。それは

有効な少子化対策であると同時に団塊

の世代問題への対応策にもなります。

年金制度のあり方

―― 少子高齢社会を見据えたとき、年

金制度はどのように変えていくべきでしょ

うか。

八代 この国には働くと損をする仕組

みがたくさんあります。労働力不足の時

代には一人でも働き手が多いことが望ま

しいのですから、そのような勤労意欲を

阻害する制度を排除しておくべきです。

※ 在職老齢年金：在職中に、減額の上支給される年金のこと。厚生年金は働きながら受け取ることもできるが、特別
支給の老齢厚生年金では、賃金（総報酬月額相当額）・年金額に応じて減額される仕組みになっている。

変わる「定年」�
団塊の世代・60歳からどう働く？  

13法律文化2005 July



年金制度で言えば、働いている高齢者

の年金をその賃金水準に応じて減額す

る在職老齢年金※などはその典型です。

年金制度から就業抑制効果を除く一つ

の方法は、何歳から給付を開始しても生

涯に受け取ることができる総額は不変に

なるように設計し直すことです。アクチュ

アリ・フェアと言いますが、保険数理的に

公平な減額率・増額率を適用して、年金

の支給を遅らせても、将来、月々に受け

取る額が多くなり、生涯に期待できる保

険給付の総額を等しくする。そうすれ

ば、年金に関して損得なく働けますし、

年金財政にも中立的です。一応、現行

制度にもそのような仕組みがあり、国民

年金にしても前倒しの支給は減額され、

逆に遅らせると増額されますが、その率

が歪んでいます。制度を見直すとともに

一般化させることを考えるべきでしょう。

―― 人口減少社会を迎えるにあたっ

て障害になる仕組みを取り除くというこ

とですね。

八代 とりわけ団塊の世代が定年年齢を

迎えてからの数年間は、高齢化のショッ

クが加速し、影響が極大化しますから、

その時期を迎えるまでに、ディスインセン

ティブ効果をもたらす仕組みは徹底的に

見直さなければなりません。年金のほか、

配偶者控除や第三号被保険者などもあ

ります。専業主婦が働こうとすると、それ

まで被扶養者として受けていた様々な

特典を奪われる。言い換えれば、「働か

ないことに対する補助金」のようなもの

がたくさんあります。それらを速やかに

整理するべきです。

―― 社会保障制度に関して世代間の

不公平感が強まっているようです。

八代 現行の公的年金制度は若い世

代からの所得移転によって対応する仕

組みですが、高齢社会の所得再分配の

方法としては極めて非効率的です。とり

わけ団塊の世代は巨大な人口の瘤なの

ですから、後の世代に負担を負わせて、

より大きく給付を受け取ろうとすれば、無

理が出るのが当たり前です。自分たち

の世代の貧しい高齢者の面倒を同じ世

代の豊かな高齢者が看る、同世代間の

所得再分配機能を強化すべきです。この

具体的な手段は、年金課税の強化です。

年金制度も日本全体が貧しかった時代

の制度や発想を引きずっていますが、豊

かな時代において年金はいわば「不労

所得」なのですから、給与所得よりも高

めに課税してよい、という発想もあり得る。

平成17年度から老齢者控除はなくなり

ますが、さらに公的年金等控除もなくし

て、基礎控除だけにする。給与所得控

除にしても、働くことの経費をみるための

ものなのですから。そして年金課税の

分は一般財源には入れず、貧しい高齢

者のために一種の捕足年金のような仕

組みの財源としてだけ使う。特に高齢者

は最も所得格差が大きなグループです

から、その間で再分配をすれば効率的

な仕組みにすることができます。

―― 年金課税に対しては、政治の世

界にも一部抵抗があるのでは。

八代 「高齢者に年金課税を」と言うと、

自動的に「年寄りいじめ」と反応する人

がいますが、格差というなら、最も著しい

のが働ける高齢者と働けない高齢者の

格差です。幸運にも働く能力をもつ高齢

者はどんどん働いて、稼ぎ、税金を納める。

その税金で同世代の働けない貧しい高

齢者の生活費を補完する。そのような仕

組みであることを丁寧に説明すれば、国

民の納得を得られるのではないでしょう

か。確かに現在、70歳以上の方々は戦争

で苦労されたこともあり、年金で面倒をみ

るべきであるのかもしれない。しかし実

は、私自身そうなのですが、戦後生まれの

団塊の世代は、高度経済成長期にぬくぬ

くと育ってバブルを謳歌した世代です。国

家に保護してもらうロジックなど何もありま

せん。私は、年金制度については団塊の

世代以降は戦前・戦中世代の高齢者と切

り離して考えるべきだと思っています。

年金についてさらに言えば、60歳を過

ぎても、働いているうちはいつまでも保険

料を納めてもらうようにすべきだと考えま

す。その議論をすると厚生労働省は「保

険計算が複雑になる」と及び腰ですが、

高齢者が思い切り働けるようにすれば、

税収や社会保険料も増え、政府にとって

もプラスであり、その分、経済が活性化

することも期待できるのですから。

個人の多様性を認める

―― 今回の高年齢者雇用安定法の

改正（10頁・註参照）はどのように評価さ

れますか。

八代 先に述べたように事業主は高い

技術を持つ高齢者を雇いたいのですか

ら、わざわざ法令で縛らなくても、いった

ん定年退職した高齢者でも必要と判断

すれば喜んで再雇用します。つまり、緩和

措置などで玉虫色にしたものの、今回の

法改正の本質は、法令をもって企業が雇

いたくない人まで無理やり雇わせようと

いうもの、と言わざるを得ません。これは

他の求職者と比べて「60歳まで働いた

人を優先的に雇え」と言うことと同じで

すが、それは不公平であり、雇用機会の

平等性にも反するものです。現在、フリー

ターや若年失業が社会問題化していま

す。若年者や主婦、他にも仕事を求める
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人がたくさんいる中で、なぜ高齢者だけ

優遇するのか。60歳まで高い給料をもら

い続け、そのうえ高い退職金を受け取り、

手厚い企業年金が支給される人をなぜ

優先的に雇わなければならないのか、と

いう疑問が生じて当然だと思います。

―― 法改正の背景に、年金の支給年

齢の引き上げがありますが。

八代 連合は、「年金の支給開始年齢

が上がるから、それに応じて雇用を保障

せよ」と主張します。しかし年金とは、「長

生きというリスク」への対応です。年金の

支給開始年齢までに一定の期間ができ

たと言っても、それは事前に分かってい

ることであり、その間のつなぎは貯蓄や

退職金、民間の年金などで十分に対応

できるはずです。

―― 高齢化社会に対応するためには、

どのような改革が求められるでしょうか。

八代 日本の生産年齢人口は1995年

の国勢調査でピークに達し、既に減少を

始めています。人口が減少する時代に、

活力ある社会を維持していくためには、

人口の稼働率を上げなければなりませ

ん。そのためには高齢者と既婚女性の

就業率を上げなければならない。日本で

調査をすると、高齢者も既婚女性も、「働

きたいのに仕事がない」という人がかな

りの率を占めます。欧米のように早期退

職が一般的で、「年金がもらえるものなら、

すぐにでも仕事を辞めたい」という人が大

多数を占める社会とは、その点において

著しい相違がある。言い換えれば、高齢

者の就業意欲の高さが日本の超高齢化

社会における唯一明るい点であり、それ

をうまく活用すれば十分対応可能です。

―― なぜ高齢者の就業意欲が高いと

お考えですか。

八代 さまざまな説明が可能でしょうが、

一つは日本人の平均寿命が世界一長

いことです。国連は「65歳以上を高齢者

とみなす」と定義していますが、平均寿

命は国ごとに大きく異なります。わが国

も、ここ20年で平均余命が5年も延びて

いますから、現在の65歳は20年前の60

歳に当たるとも言えるわけで、であれば、

5年間余計に働けばよいことになります。

働きたい人に、働ける限り、働いてもらう。

それが高齢化社会を克服する最善の手

です。また、定年制度のおかしなところ

は、毎日のように残業をしてきて、ある日

突然、失業したように仕事がなくなること

です。フルタイムからいきなり退職という変

化はあまりに極端過ぎますから、その間

に部分就労・部分引退というパートタイ

ムの働き方が入ることが望ましいでしょ

う。週に3日だけ出社する方法もあれば、

ラッシュアワーを避け、10時から4時まで

働く方法もあるはずです。そのように徐々

に仕事を減らして、余暇を増やしていけ

るようにする。それもできるだけフレック

スな仕組みにすれば、個々、自分に合っ

た働き方を選択することができます。そ

のような自由を妨げているのが働き方に

関するもろもろの不合理な規制であり、

年金など硬直的な社会保障制度です。

つまり、高齢化社会に対応する鍵は、

個人の多様性を積極的に認めていくこ

とです。加齢の影響は個人差が大きく、

55歳で働けなくなる方もいれば、80歳過

ぎで元気な方もたくさんいる。個人の能

力と意欲だけで判断して、年齢で区切ら

ない。「エイジフリー」の発想が大切で

す。ところが日本社会は、「この年になっ

たら、こうしなさい」という決めごとが実

に多い。定年制度はその最たるもので

す。それは高度成長期でこそ通用する

制度ですが、今後の低成長・高齢化社

会では、欧米と同じ職種別賃金にして、

漫然と同じ仕事をしている限り年齢に関

わらず同じ賃金、労働者は自分らの能

力を上げることではじめて収入を増やせ

るというシステムをとらざるを得ません。

―― 見方を変えれば、個々人が能力

を最大限に発揮する社会を目指すとい

うことですね。

八代 定年後の高齢者も一般に想定さ

れる以上に可能性に富んだ存在なので

はないでしょうか。子どもは独立している

から扶養の義務はなく、養育費も学費も

かからない。加えて年金という「不労所

得」があるのですから、極端に言えば、不

安定な職に就いてもよいし、一定のリス

クも抱えられる。別の会社に移って培っ

てきた能力を発揮したり、起業家、自営

業を目指したり、大学に戻って勉強し直

してもよいはずです。団塊の世代の定年

問題を機に、そのように自由なオプション

を活用できる社会がつくられていくこと

を期待したいと思います。

変わる「定年」�
団塊の世代・60歳からどう働く？  
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